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麻田教授の低開発国貿易論
一 ひ とつの註解一
山 宮 不二人
麻田四郎教授は,わ が国国際経済学界の指導的な研究者のひとりである。活
発な研究活動によって,こ れまで学界に大きな貢献を果され,わ れわれ後進に
有用な学問的刺激を与えてこられた。多面にわたる麻田教授の貢献のなかで,
低開発国経済に関する研究は,と りわけ重要な位置を占めているものと考え ら
れる。周知のように,低 開発国経済の問題は,い わゆる南北問題として第2次
大戦後の世界経済におけるもっとも重大な挑戦的課題であった。そうであるだ
けに議論は山積 し,し かも現在なお完全な解決が,理 論面でも実際面で も与え
られたわけではない。 しか しなが ら,も っぱ ら理論面から低開発国問題に接近
しようとするわれわれ後進は,麻 田教授の周到かつ緻密な研究から多くのこと
を学ぶことができる。
本稿は,麻 田教授の低開発国経済に関する所論を改めて検討し,現 在の時点
で再評価するとともに,い ささかなりとも前進するための示唆をさぐろうとす
るものである。その意味において,こ れは麻田教授の低開発国経済論へのひと
っの 「註解」ないし 「解題」たることを意図 している。1)しか しながら以下で
の議論の展開は,い うまでもなくわれわれ自身の判断にもとつ くものであるか
ら,麻 田教授の見解に対する曲解がもしあるとすれば,教 授の海容を願わなけ
原稿受領 日1984年11月28日
1)麻 田教授の国際経済の理論 ・政策 ・制度各面にわたる業績を一巻に集成する企てが
門下生を中心に進められている。本稿は,低 開発国問題に関する教授の研究を選択
的にとりあげたが,「 註解」ないし 「解題」としての性格上,原 論文の内容の詳 し
い紹介はおこなっていない。またある事情か ら当初の草稿をかなり圧縮したため,
叙述が舌足らずになったζ二とをお詫びしなければならない。
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ればならない。論述は主として低開発国の経済発展と貿易の関係に焦点をしぼ
り,1)比 較生産理論は現代の低開発諸国の主要な関心事である経済発展の問
題に対 して,ど の程度の有効性をもつか,2)低 開発国の開発戦略として工業
化政策をどのように位置づけるか,3)低 開発国の貿易可能性をどのように考
えるか,の3点 にわたって若干の検討を試みたい。2)
経済発展と比較生産費理論
第2次 大戦後の低開発国の経済発展問題は,古 典派以来の伝統的貿易理論わ
けてもその中核をなす比較生産費理論に,そ の理論的射程の如何を間う重大な
疑問を投 じることになった。すなわち理論あ面では,伝 統的な貿易理論はもと
もと静態的な性格のものであって・本質上動態的な低開発問題には妥当 しない
のではないかという問題,さ らに実際面では,低 開発国の開発 と発展のために
は,貿 易(と くに1次 産品輸出)に 依存することは有利な戦略ではなく,工 業
化に進むのが賢明ではなかろうかという問題である。比較生産費理論は,果 し
て低開発国の発展の問題にどの程度有効な発言をおこなうことができるのか。
およそこのような問題意識にもとついて,麻 田教授はその論文 「後進国 と比較
生産費理論」において,先 行する諸家の所論を検討された。3}ζ の論文は1950
年代までのこの論題に関する学界展望としてきわめて有益であるが,そ こでの
鋭い問題把握はいまもってその意味を失っていない。
比較生産費理論は,い うまで もなく各国が比較優位を もつ産業に特化 し,特
化した財を貿易によって相互に交換すれば,そ うでない場合よりすべての国が
有利な経済状態に到達することを教える。この理論はさらにまた,自 由貿易政
策の主張の理論的根拠としても用いられる。もしその主張が,工 業国は工業部
2)最 近の慣用として 「発展途上国」 とでもすべきところを,以 下本稿では 「低開発国」
としている。ひとつには原論文との対応の都合ということもあるが,ミ ュルダール
にしたがって 「低開発国」という称呼を用いることに積極的な意義があるという麻
田教授の見解にもとつ く。相原光 ・土屋六郎編 『国際経済学入門(新 版)』 有斐閣,
1976年,pp.171-172を 参照。
3)商 学討究,1958年9月.
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門に,農 業国は農業部門に比較優位をもつから,前 者は工業の発展を,後 者は
農業の発展を,よ り進めるべきであるという政策的インプリケーションをもつ
とすれば,低 開発国の側からするならば,そ のような理論は,大 半が先進国で
ある工業諸国に有利な既存状態の持続を正当化するものであるという不信がで
てこよう。
貿易理論および貿易政策思想の発展の歴史を顧みて,わ れわれは,比 較生産
費理論の有効性をめぐって多 くの論者が論議をおこなってきたことをしってい
る。いわゆる自由貿易論対保護貿易論の対立である。 この対立ないし論争を簡
潔に展望されたのち,麻 田教授は次のように総括される。「比較生産費理論の
擁護者は 「国際分業の利益」に重点をお くのに対 し,そ の批判者は主と して
「資本化の利益」に力点をおいていた。従って前者の提示せんとしたものは,
空間的分業の理論であり,与 えられた産業構造を前提してきる意味において静
態的性格のものであった。これに対 して,後 者の構想せんとするのは,時 間的
分業の理論であり,時 間的推移に伴 う産業構造の変化を考える意味で動態的性
格の理論を考えようとしている。それ故,両 者の主張は決 して矛盾衝突するも
のではありえない。ただその理論的性格の相違が正 しく理解されていなかった
ところに,議 論錯綜の原因があったのである,と 。」4)この総括は問題の本質を
鋭 く別出していると考えられる。「空間的分業」と 「時間的分業」 という認識
は,と くに興味深いものがある。もし資本化の利益が時間的分業にもとつ く利'
益であるとするならば,こ の利益もまたその意味で一種の貿易の利益にほかな
らぬか らである。さらに比較生産費理論の擁護者を自由貿易論者,そ の批判者
を保護貿易論者と解するならば,自 由貿易論が空間的 ・静態的貿易利益を,保
護貿易論が時間的 ・動態的貿易利益をそれぞれ重視してきたという言い方 も許
されることになろう。両者の主張が 「決 して矛盾衝突するものではない」とい
う表現をこのように理解 したい。そうであるとすれば,問 題は比較生産理論に
立脚しつつ時間的 ・動態的貿易利益をいかに解明すべきかということであろう。
いいかえれば経済発展と比較生産費構造の変動の関係一麻田教授の言葉では分
4)前 注論文,p.5.
30 商 学 討 究 第35巻 第2・3号
業化と資本化のカラ ミ合い一をどう把えどう分析するか,比 較生産費理論の擁
護者はこの間に答えなければならない。
ほぼ4半 世紀以前の時点で,麻 田教授は伝統的貿易理論がこれまで静態理論
に安住することの余りに多く,そ の動態化の必要性をみとめることの余りに少
なかったことを慨嘆された。た しかにその時点では若干の先駆的貢献を除けば,
比較生産構造の変動を理論的に分析する試みはけして多いとはいえなかった。
しかしなが ら比較生産費理論の擁護者といえども,静 態理論に安住するばかり
であったわけではない。事実,麻 田教授の問題提起以降今日に至るまで比較生
産費理論の動態化を目指すさまざまな企てが現われている。代表的需要理論
(S.B.リ ンダー),技 術ギャップ論(P.ボ スナー),プ ロダク ト・サイク
ル論(バ ーノン等),要 素賦存比率論(ヘ クシヤー=オ リーン理論)に 基礎を
お くバイアス論(J.R.ピ ックス,H.G.ジ ョンソ ン等),さ らに赤松要
博士の 「世界経済の異質化 と同質化」の構想を継承する小島清教授の理論など
がそれである。5)こ れらの諸論はニュァンスの差異はそれぞれあるにしても,
経涛発展のプロセスと比較生産費構造の変化の関係を究明 しようとする点で共
通の問題意識をもっている。 もちろん完全な解答が,こ れらの諸論によって与
えられたとはいえない。例えばバイアス論の分析は比較静学の方法であり,真
の動態的国際分業理論というには程遠い。完全な動態的国際分業理論の確立ま
でには,ま だかなりの時日を必要とするであろう。しかし貿易理論は麻田教授
が示唆された方向に確実に進みつっあるとはいえよう。
われわれのス トーリーは,し か しまだ完結しない。比較生産費理論の動態化
の試みはそれとして貴重であるが,そ れが低開発国の発展問題にどの程度有効
であるが出発点だった等である。このことについて,低 開発国の発展と工業化
のかかわりを中心に次に検討 しなければならない。
5)こ れ ら諸 論 の展 望 と して,例 え ば 小 島 清r外 国 貿 易(五 訂)』 春 秋 社,1981年,
pp.179-192の 説 明を 参 照 。 よ り詳 細 な 解 説 と して は,最 近 刊 行 さ れ たR.W.
JonesandP・B・Kenen(eds・),石hπ(∫わooゐoゾ 瓦εεrπ(∫``oηαZEcoπom`08,
Vo1.1,North-Holland,1984.所収の諸 論文 が有 益で あ る。
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低開発国の工業化政策
開発 と発展のためには貿易とくに1次 産品輸出に依存することは有利な戦略
ではなく,工 業化に進むのが賢明である。およそこのような認識から,第2次
大戦後多くの低開発国では,貿 易への依存度を低めるような政策をとるべきで
あるとの勧奨の理由づけがおこなわれ,開 発の基本戦略を工業化政策に求めて
きた。 しかも低開発国が当初採用 したのは 「内向きの工業化」 とよばれる輸入
代替工業化政策であった。その際有力な理論的支柱となったのが,「 均整成長
論」と 「不均整成長」論である。R.ヌ ルクセとA.ハ ーシュマンをそれぞれ
の主要な主張者とする。
麻田教授は,そ の一連の研究において2つ の琿論を綿密に検討された。6)均
整成長論によれば,低 開発国の開発はその経済的条件からみて国内市場向けの
工業化を志向せざるをえない。 しかも国内市場は狭小であっ・て投資誘因が不足
している。それを解消するためには,国 内の需要の状態に応 じて,多 くの消費
財生産を一斉に拡大 し,さ まざまな産業の多角的なバランスのとれた成長を目
指すべきである。他方,不 均整成長論によれば,投 資能力の乏 しい低開発国で
は多数の産業を一斉に設立拡大することは困難である。乏 しい投資能力を有効
に活用するために,他 産業の発展を誘発あるいは強制する力(連 関効果)を も
っような少数の産業を開発拠点としてそれに重点的に投資するのが得策である。
ふたつの理論の妥当性をめぐって,多 くの論者が賛否それぞれの立場から論
争に参加 した。それらの論争の経緯については麻田教授によって詳細な解説が
おこなわれている。われわれは,論 争の検討ののちに麻田教授が,2っ の理論
を統一的に理解 し均整成長と不均整成長の 「統合」の可能性を示唆しておられ
6)多 くの論述のなかで,こ こではその代表作として,「 均整成長と不均整成長一低開
発国問題の一展望一」r小 樽商科大学創立五十周年記念論文集』1961年 所収 を主
にとりあげる。なお麻田教授がハーシュマンのこの主題に関する主著の翻訳者であ
ることに注目すべきである。A.Hirschman,Zhε&rα6ε8yq〆&oηomあ
Dθびθiopme説,YaleUniv.Pr.,1958.小島清監修 ・麻田四郎訳 『経済発展の
戦略』巌松堂,1961.が それである。
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ることに注 目したい。「重点投資が望ま しいか,多 角投資が望 ましいかについ
ては,お そらく,発 展の初期においては,資 源的制約か らいって,多 角投資不
可能であろう。発展拠点をつ くるためにも,重 点投資が望ましい。 しか し,発
展が進み,経 済に弾力性が賦与されてくるにつれて,多 角投資の可能性は増大
する。また同時に,発 展過程における発展誘発力も増加 し,不 均整成長が均整
成長に転化する可能性も増加す るであろ う。」7}このような理解がふたっの理
論の 「統合」であるかどうかについては,お そらく異論がありえよう。しかし,
この見解が低開発諸国の現実の経済構造とその発展段階の特性に応 じて,均 整
成長政策と不均整成長政策を適宜採用すべ しという政策的インプリケーション
を含む ものであるとすれば,そ の限りで十分説得的であるとおもわれる。
しか しなが らわれわれの文脈において重要なのは,必 ず しも両理論の是非と
いうことではない。均整成長論が多 くの産業(消 費財)を 一斉に設立する広範
な輸入代替工業化を,ま た不均整成長論が特定産業の重点的輸入代替から始め
て次第に他の産業に及ぶ段階的輸入代替工業化を狙っているにせよ,開 発戦略
の基本方向を国内市場向きの工業化に求めている点において共通項をもってい
ると考えられる。そうであれば,工 業化政策の支持者は,工 業化がなぜ至当で
あるのか,低 開発国の主要な産業である1次 産業の発展やその貿易を軽視する
ことが許されるのかを積極的に説明しなければならない。
低開発国貿易の可能性
低開発国問題に関する議論は,従 来 ともすると経済発展と工業化とを同一視
する傾向があった。逆にいえば低開発諸国の貿易とくに1次 産品輪出の将来性
について悲観的にとらえる見方が比較的多かった。このような立場は,事 態の
正 しい把握であるのだろうか。麻田教授は 「低開発国貿易の反省一長期交易条
件悪化論 ・窮乏化成長論 ・輸入需要不足論一」において,低 開発国貿易とくに
1次 産品輸出の重要性が無視されてはならぬこと,さ らに低開発国の経済発展
が,「工業化」という簡単な用語で表現されない複雑な構造を もっ ものである
7)前 出論文,p.74.
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ことを説かれた。81
長期交易条件悪化論は,い わゆるシンガー=プ レビッシュ命題として知 られ
るものであって,国 連貿易開発会議等において低開発諸国の1次 産品貿易が不
利であるとする議論の重要な論拠として用いられてきた。また窮乏化成長論は
その系論であり,低 開発国の経済発展が輸出急増による交易条件の悪化と実質
所得の減少 という結果を招 く可能性があることを指摘する。 しか し交易条件悪
化論は,さ まざまな批判があって,理 論的にも実証的にも確立された命題とは
いいがたい。また窮乏化成長が,現 実に発生する可能性はきわめて少ないと判
断される。 したがって,こ れ ら2つ の理論からは,低 開発国貿易(1次 産品輸
出)の 不利性は簡単には結論できない。
重要なのはヌルクセの主張 した輸入需要不足論である。それによれば,19世
紀には貿易は1次 産品輸入需要の増大を通 じて,先 進国の発展を当時の低開発
諸国に伝える成長エンジンとして役立った。ところが現代においては,環 境の
変化からしてかってのような1次 産品に対する需要増大は期待できないか ら,
低開発諸国は1次 産品輸出に依存することを断念して,工 業化すべきであると
いうのである。 この説に対 しても,そ れが需要面のみを強調 し,1次 産品の生
産面 ・価格面の変化を見落しているという批判がある。それはさておくとして
も,こ の説は果 して国内市場向け工業化の論拠となるものだろうか。麻田教授
によればけしてそうではない。国内市場向け工業化一本槍というのではなく,
低1開発国それぞれの実状に応 じた独自の行 き方を辿 るべきである。それに して
も低開発国の主要産業たる農業の発展を軽視してはならない。併せて低開発国
貿易とくに1次 産品輪出の可能性を過度に悲観視す るには及ばない。
1960年代の初めに内向き工業化政策を過信することの誤りを指摘されたのは,
けだし卓見であったといえよう。それ以降低開発国の開発戦略に大きな方向転
換が生 じたのである。すなわち同 じく工業化といっても,外 向きの工業化であ
り輸出指向型工業への転換である。内向き工業化が輸入代替工業を開発拠点と
するのに対して,こ れは海外市場向けの輸出指向型工業を拠点(輸 出のベース)
8)商 学討究,1962年11月.
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に据えようとするもので ある。9)実際にこの方向に進んで,相 当の成果を収め
ている国が近年少な からず現われてきた。中進工業国(NICS)と よばれる
一群の諸国である。 このような輸出指向型工業としては,1次 産品の加工輸出
(原材料そのままでなく,製 品 ・半製品にして輸出する)も 重要であるが,麻
田捌 受の示唆される農業の発展から道がひらかれたものということができよう。
低開発国貿易の可能性に期待が もてるとして も,そ のことと工業化 との関連
を理論的にどう考えるべきか。われわれは最後にこのことにふれなければなら
ない。ここで,初 めにふれた 「資本化」 とは実は 「工業化」を意味するもので
あり,そ れ故資本化の利益とは工業化の利益にほかならぬことを思い起さねば
ならない。そうすると,先 の引用文か ら,比 較生産費説の批判者(保 護貿易論)
は時間的 ・動態的貿易利益=工 業化の利益を重視したのだと解釈できよう。麻
田教授によれば,し かし,も う1つ の利益,す なわち空間的 ・静態的貿易利益
(本来の国際分業の利益)が,従 来貿易理論において詳 しく究明されたのに比
べて,「必ず しも工業化の利益を説明する理論が確立 されているとは見えない。」
「工業化の有利性を説明する理論は未確立である」。10)われわれは,比 較生産
費理論の擁護者(自 由貿易論)に よって も幼稚産業保護育成の正当性が認めら
れていることを,そ の論拠を含めて麻田教授とともに知 っている。それにもか
かわらず教授が理論の未確立を指摘されたのは・比較生産費理論が国際分業理
論として完結するためには,分 業と資本化つまり分業と工業化のカラミ合いを,
経済発展と比較生産費構造の変動との関連の中で有機的に解明しなければなら
ぬという発想によるものであろう。それはあるいは幼稚産業保護論を部分理論
として含む,後 発国の加工貿易型経済発展論といったものであるのかもしれな
い。ω 麻田教授は低開発国の貿易可能性を悲観視する見方が不当であることを
9)「輪出ベース」を設定することの意義については麻田教授が共訳されたマイヤーに
よってとくに強調されている。G.M.Meier,1η`εmα`め παZj暁oπoπL`csoゾ
1)εひeZoρ配θ砿9銑 θorッαπdPoZ`cy,HarperandRow,1968.麻 田四郎。山宮
不二人訳 『発展の国際経済学』ダイヤモンド社,1973.
10)注3)前 出論文,p.12,p.14.
11)小 島清教授の最近の見解は,こ の方向に沿っての理論展開と理解できよう。小島清
「企業経済貿易投資論・序説」一橋大学経済学研究,1982年8月.
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主張された。その主張は十分説得的である。 しかしもし工業化の利益を時間的 ・
動態的分業の利益を解するな らば,わ れわれは分業か資本化かといった二者択
一式にではなく対外的分業化と対内的資本化(工 業化)を 統一的に解明する方
向を摸索すべきであろうとお もわれるのである。
